




























































































ムリーダー､ SMO(Senior medical oﬃ  cer)など主要ポストは､ フィンランドおよびドイ
ツ赤十字社からの要員が占めていた。日本赤十字社からは､ 医師2名､ 助産師1名が参
加していた。




も相談しながら､ 病院への紹介状システムや､ UNHCR搬送システムの整備等､ 日本
人医師からはそれに伴った紹介状様式の変更などがタイミングよく提案､ 実施され､
いずれもプロジェクトへの貢献につながった。
お互いの良さを認め､ 協働する各国の要員と良好な関係を築くとともに､ 今､ そして
先を見通したニーズをとらえ対応策を提案し働きかけることが､ プロジェクト全体に
貢献するシナジー効果を生みだすと考えられた。
O-2-02　
北ギリシャにおける中東地域紛争犠牲者支援での
医療支援内容とその検討
武蔵野赤十字病院　総合診療科　兼　医療社会事業課国際救援係1）、
武蔵野赤十字病院	人事課　兼　医療社会事業課国際救援係2）、
武蔵野赤十字病院　副院長3）
◯中
なかつか
司　峰
みねお
生1）、青木　達矢2）、山崎　隆志3）
【緒言】ギリシャ北部における中東紛争犠牲者支援活動（以下BHC-ERUと略す）での
医療支援活動を報告する。
【目的】本発表では、BHC-ERUにおける診療所での診療について、疾患の種類や診療
内容、および後方病院等での受療を要した等の転帰を示す。また、現地で必要とされ
た診療内容の検討および、診療所医師として求められた事項を示す。
【活動内容】発表者は2016年7月9日より同年8月30日までの間BHC-ERU診療所医師
として参加した。この期間においてチーム全体でのべ約7300名に対して診療を行った
が、その内のべ約1020名を担当した。上気道炎をはじめとした呼吸器疾患が最も多く、
次いで皮膚疾患や筋骨格系のトラブルの割合が多かった。約54%が小児であり、40歳
以上の年齢層は全体の約10%程度だった。5%程度の患者は後方病院での診察や検査が
必要だった。
【考察】難民キャンプの環境ゆえの身体的疾患の多様さに加え、精神的な加療や母子保
健に関する喫緊の対応を要するケースも生じ、それぞれPSS（psychosocial support）
要員（心理社会的支援）や母子保健要員との協同が必須であった。医師としての臨床
的な業務と共にERU要員としての働きを問われる活動内容であり、本発表にて情報を
共有したいと考える。
O-2-01　
日本赤十字社によるギリシャ北部難民医療支援と
支援体制について
日本赤十字社本社　国際部国際救援課
◯加
かしま
島　康
こうへい
平、佐藤　展章、齋藤　之弥
日本赤十字社事業局国際部加島康平　佐藤展章　齋藤之弥【難民発生の背景】2011年
に勃発したシリア危機による戦禍を逃れるためヨーロッパへ流入する人々に対する欧
州各国の入国規制により、通過点となっていたギリシャに多くの移民・難民が滞留す
る事態となった。【BHC ERU概要】長期化する難民生活での医療ニーズが高まる中、
ギリシャ政府は赤十字に対し同国北部の難民キャンプ等での医療支援を要請。これを
受けて、国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）は、2015 年３月よりフィンランド・ドイツ・
日本からなる国際編成チームによる基礎保健緊急対応ユニット（BHC ERU：仮設診療
所、巡回診療等を実施するもの）の出動を決定した。【日赤からの派遣状況】2015年3
月から10月にかけて医療要員として助産師３名、医師６名を派遣し、予防接種、妊婦
健診、総合診療や医療管理などの活動を実施。【本社の支援体制】日赤本社国際部では、
海外姉妹社との派遣調整から、要員の派遣準備、ブリーフィング、安全管理、派遣中
のフォローや情報共有、そして帰国後のデブリーフィング、報告会のセッティングと
プレスリリースなどを通して、活動全体に対する支援/フォローを行った。特に、安
全管理面では、本社職員が直接現地に赴き、状況視察と関係者との協議を行うことで、
要員の活動と安全のバランスを調整した。【まとめ】日赤が海外姉妹社と歩調を合わせ
て国際人道支援活動を実施するためには、適時適切な人員の派遣が要求される。とり
わけ、医療従事者の豊富な日赤には、国際医療救援への人的貢献が期待されており、
緊急時にはそれらの人員を可及的速やかに派遣することが求められる。本社と各病院
および支部施設は、これら派遣要員が現地で最高の活動を行うためにも、安定的かつ
全面的な支援体制を確立し、維持することが不可欠である。
10月
23日㈪
一般演題 （口演）
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